
（＊1）国、地方公共団体、地方住宅供給公社、独立行政法人、指定確認検査機関等をいいます。
（＊2）公的機関等（＊1）が発行した書類または宅地建物取引業者が交付した重要事項説明書等により、建物が昭和56年

（1981年）6月1日以降に新築されたことが確認できる場合には、「新築年」に限らず、「建設年」「建築年」「竣工年」
「完成年」といった記載でも確認資料とすることができます。

保険の対象である建物もしくは家財を収容する建物が、昭和56年（1981年）6月1日以降
に新築された建物で、所定の確認資料をご提出いただいた場合に地震保険に適用する
割引です。

割引の適用にあたっては、以下の❶～❸が確認できる確認資料をご提出いただく必要が
あります。

建築年割引以外の地震保険の割引

建築年割引（割引率10％）とは

確認ポイント
❶公的機関等(＊1)が発行もしくは受領・処理したこと
❷昭和56年（1981年）6月1日以降に新築(＊2)された建物であること
❸当該建物の所在地の記載があり、保険の対象の所在地と同一であること

詳細は、次のページをご覧ください

地震保険の建築年割引（割引率10％）を適用する際には、
所定の確認資料のご提出が必要です。

このチラシでは、建築年割引の確認資料について
ご確認いただくポイントと代表的な資料をご案内します。

2019年1月1日以降始期用

地震地震保険
建築年割引　確認資料のご案内



第七号様式（第二条、第三条関係）

建築基準法第６条第１項の規定による

確認済証

第 号
平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主

建築主事 印

下記による確認申請書に記載の計画は、建築基準法第６条第１項（建築基準法第６条の３第
１項の規定により読み替えて適用される同法第６条第１項）の建築基準関係規定に適合してい
ることを証明する。

記

年 月 日１．申請年月日 平成

２．建築場所、設置場所又は築造場所

３．建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要
用 途
工事種別
構 造
敷地面積 ㎡

㎡ 階数 地上階 地下階建築面積
延べ面積
申請部分 ㎡ 申請以外部分 ㎡ 合計 ㎡

（注意）この証は、大切に保存しておいてください。
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建築基準法第７条第３項の規定による

検  査  済  証

第 号
平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主
殿

建築主事 印

下記に係る工事は、検査の結果、建築基準法第６条第１項（建築基準法第６条の２第１項の
規定により読み替えて適用される同法第６条第１項）の建築物の敷地、構造及び建築設備に関
する法律並びにこれに基づく命令及び条例又は同法第８８条に掲げる条項並びにこれに基づく
命令及び条例の規定に適合していることを証明する。

記

１．建築確認番号 第 号

平成２．建築確認年月日 年 月 日

３．建築場所、設置場所又は築造場所

４．検査を受けた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要
１) 建築物の名称
２) 主要用途
３) 工事種別
４) 延べ面積 ㎡

㎡
申 請 部 分
申請以外の部分
合 計 ㎡

棟５) 申請棟数
６) 主たる建築物の構造
７) 主たる建築物の階数 階地階を除く階数（地上階数）

地階の階数 階

平成５．工事完了検査年月日 年 月 日

６．検査員職氏名 印

（注意）この証は、確認通知書とともに大切に保存しておいてください。

（ 示 表 の 物 建 る た 主 ） 部 題 表 数枚
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○○県○○市○○区○○町○丁目○○番地 全部事項証明書 （建物）

【  表  題 部 】 （主 た る 建 物 の 表 示） 調製 平成１２年１１月９日 所在図番号 余 白

【所    在】 ○○県○○市○○区○○町○丁目○○番地○、○○番地○ 余 白

【家屋番号】 ○○番○ 余 白

【①種 類】 【 ② 構   造 】 【③ 床 面 積 】     ㎡ 【原 因 及 び そ の 日 付】 【 登 記 の 日 付 】

共同住宅 鉄筋コンクリート造陸屋
根５階建

１階 ３０２
２階 ３５５
３階 ３５５
４階 ３５５
５階 ３５５

６９
３８
３８
３８
３８

平成９年３月１２日新築 余 白

余 白 余 白 余 白 余 白 ××××××××××××××
××××××××××
平成１２年１１月９日

【   甲 区 】 （所 有 権 に 関 す る 事 項）

【順位番号】 【登記の目的】 【受付年月日・受付番号】 【原 因】 【権利者その他の事項】

１ 所有権保存 平成9 年６月２０日
第××××号

余 白 所有者 ××××××××××××
代位者 ××××××××
代位原因 ××××××××
××××××××××××

２ 所有権移転請求権仮登記 平成９年６月２０日 平成９年３月１２日売買予約 権利者 ××××××××

＊ 下線のあるものは抹消事項であることを示す。 整理番号 Ｄ７２５０５ （ １／１ ） １／３

登記事項要約書 建物　

1表題部 ○○市△△町□番地□、■番地■ 

○○市▲▲町◇丁目◆番地◆ 平成11年7月31日変更 平成11年8月10日登記

番□ 

番◆ 平成11年8月10日変更

居宅 木造瓦葺2階建て 1階 120 24 平成5年12月20日新築 平成5年12月22日

2階 59 62

所有権 / 市▲▲町★番地の★ □□□ □□

＊　下線のあるものは抹消事項であることを示す
整理番号　□□□□□□ 1/1

平成5年12月24日

第12345号

【資料３】宅地建物取引業法に基づく重要事項説明書（例）
重要事項説明書［土地建物の売買・交換用］
［□土地・□土地付建物・□借地権付建物］

平成　　年　　月　　日

売主（譲渡人） 様 買主（譲受人） 様

Ａ Ｂ

商号又は名称 商号又は名称

代表者の氏名 印 代表者の氏名 印

主たる事務所 主たる事務所
所在地・TEL 所在地・TEL

大臣 大臣
免許証番号 （　）第　　号 免許証番号 （　）第　　号

知事 知事

免許年月日 平成　　年　　月　　日 免許年月日 平成　　年　　月　　日

氏名 印 氏名 印

登録番号 知事  第 号 登録番号 知事  第 号

業務に従事する 業務に従事する
事務所名 事務所名

事務所所在地 事務所所在地
ＴＥＬ ＴＥＬ

売買の□売　主・□代　理・□媒　介／
交換の□当事者・□代　理・□媒　介

売買の□売　主・□代　理・□媒　介／
交換の□当事者・□代　理・□媒　介

宅地建物取引業保証協会の名称及び所在地
社団法人　全国宅地建物取引業保証協会
東京都千代田区岩本町2丁目6番3号

所属地方本部の名称及び所在地
「社団法人全国宅地建物取引業保証協会
地方本部一覧」参照  

弁済業務保証金の供託所及び所在地
東京法務局
東京都千代田区九段南1丁目1番15号

１．売主（交換の場合の譲渡人）

住所・氏名 外　　名（合計　　名）

　登録名義人と □　同じ 異なる→理由：  

土地建物の売買・交換用1/10　Ｃ　社団法人　全国宅地建物取引業協会連合会'0306

　下記の不動産について、宅地建物取引業法第35条・同法第35条の2に基づき、次の通り説明します。この内容
は重要ですから、十分理解されるようお願いします。
　本書面には、説明内容をあらかじめ印刷した事項がありますが、そのうち説明文の頭の□欄に∨印をつけた記
載内容が下記不動産について該当する説明です。∨印のない□欄、又は線で抹消した説明等は、関係ないことを
示します。
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【資料３】宅地建物取引業法に基づく重要事項説明書（例）
重要事項説明書［土地建物の売買・交換用］
［□土地・□土地付建物・□借地権付建物］

平成　　年　　月　　日

売主（譲渡人） 様 買主（譲受人） 様

Ａ Ｂ

商号又は名称 商号又は名称

代表者の氏名 印 代表者の氏名 印

主たる事務所 主たる事務所
所在地・TEL 所在地・TEL

大臣 大臣
免許証番号 （　）第　　号 免許証番号 （　）第　　号

知事 知事

免許年月日 平成　　年　　月　　日 免許年月日 平成　　年　　月　　日

氏名 印 氏名 印

登録番号 知事  第 号 登録番号 知事  第 号

業務に従事する 業務に従事する
事務所名 事務所名

事務所所在地 事務所所在地
ＴＥＬ ＴＥＬ

売買の□売　主・□代　理・□媒　介／
交換の□当事者・□代　理・□媒　介

売買の□売　主・□代　理・□媒　介／
交換の□当事者・□代　理・□媒　介

宅地建物取引業保証協会の名称及び所在地
社団法人　全国宅地建物取引業保証協会
東京都千代田区岩本町2丁目6番3号

所属地方本部の名称及び所在地
「社団法人全国宅地建物取引業保証協会
地方本部一覧」参照  

弁済業務保証金の供託所及び所在地
東京法務局
東京都千代田区九段南1丁目1番15号

１．売主（交換の場合の譲渡人）

住所・氏名 外　　名（合計　　名）

　登録名義人と □　同じ 異なる→理由：  

土地建物の売買・交換用1/10　Ｃ　社団法人　全国宅地建物取引業協会連合会'0306

　下記の不動産について、宅地建物取引業法第35条・同法第35条の2に基づき、次の通り説明します。この内容
は重要ですから、十分理解されるようお願いします。
　本書面には、説明内容をあらかじめ印刷した事項がありますが、そのうち説明文の頭の□欄に∨印をつけた記
載内容が下記不動産について該当する説明です。∨印のない□欄、又は線で抹消した説明等は、関係ないことを
示します。
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【資料３】宅地建物取引業法に基づく重要事項説明書（例）

２.不動産の表示等
所在 地番 地目 登記簿面積 実測面積

宅地・□田・□畑
山林・□雑種地・  
（  ）

所有権
地上権
賃借権  

現況（ ） ㎡ ㎡
宅地・□田・□畑
山林・□雑種地・  
（  ）

所有権
地上権
賃借権  

現況（ ） ㎡ ㎡
宅地・□田・□畑
山林・□雑種地・  
（  ）

所有権
地上権
賃借権  

現況（ ） ㎡ ㎡

外 筆（別紙） 　登記簿面積合計 ㎡

合計 筆 　実測面積合計 ㎡

仮換地
保留地予定地  

仮換地面積
保留地予定地面積  ㎡

公簿面積による

実測面積による　→実測：□済・□未済（実測清算：□有・□無）  

確定測量図  （□昭和・□平成）　年　月　日付
引渡日までに測量予定  

現況測量図  
（□昭和・□平成）　年　月　日付
（隣地所有者立会い　□済・□未済）
引渡日までに測量予定
（隣地所有者立会い

予定あり・□予定なし）  

その他  

所在

住居表示 無・□有（  ）

種類 居住・□共同住宅・□店舗・□事務所・□工場・□倉庫・□（  ）

木造・□軽量鉄骨造・□鉄骨造・□鉄筋コンクリート造・□鉄骨鉄筋コンクリート造・  

（

（  

）／□瓦ぶき・□スレートぶき・□亜鉛メッキ鋼板ぶき・□陸屋根・

 ）／　　　　　階建

1階 ㎡・ 2階 ㎡・ 3階 ㎡・ （　　）階 ㎡・

（　　）階 ㎡・ （　　 ）階 ㎡・ （　　 ）階 ㎡ 計 ㎡

　　新築：□昭和・□平成　　年　　月 増築・□改築：□昭和・□平成  　　年　　月

土地建物の売買・交換用2/10　Ｃ　社団法人　全国宅地建物取引業協会連合会'0306

床 面 積
登記簿
（　）  

備考

2

建

物

1

土

地

備考

契約対象の
地積の確定

家屋番号

付属建物

構造

権利の種類

①

②

番

番

③ 番

現況測量図は、上記確定測量
図以外のものをいいます。  

土地に関する
測量図

確定測量図とは、隣地所有者
の立会承認印を得たもの（官有地
に接する場合は、官民査定手続も
経たもの）をいいます。  

【資料３】宅地建物取引業法に基づく重要事項説明書（例）

２.不動産の表示等
所在 地番 地目 登記簿面積 実測面積

宅地・□田・□畑
山林・□雑種地・  
（  ）

所有権
地上権
賃借権  

現況（ ） ㎡ ㎡
宅地・□田・□畑
山林・□雑種地・  
（  ）

所有権
地上権
賃借権  

現況（ ） ㎡ ㎡
宅地・□田・□畑
山林・□雑種地・  
（  ）

所有権
地上権
賃借権  

現況（ ） ㎡ ㎡

外 筆（別紙） 　登記簿面積合計 ㎡

合計 筆 　実測面積合計 ㎡

仮換地
保留地予定地  

仮換地面積
保留地予定地面積  ㎡

公簿面積による

実測面積による　→実測：□済・□未済（実測清算：□有・□無）  

確定測量図  （□昭和・□平成）　年　月　日付
引渡日までに測量予定  

現況測量図  
（□昭和・□平成）　年　月　日付
（隣地所有者立会い　□済・□未済）
引渡日までに測量予定
（隣地所有者立会い

予定あり・□予定なし）  

その他  

所在

住居表示 無・□有（  ）

種類 居住・□共同住宅・□店舗・□事務所・□工場・□倉庫・□（  ）

木造・□軽量鉄骨造・□鉄骨造・□鉄筋コンクリート造・□鉄骨鉄筋コンクリート造・  

（

（  

）／□瓦ぶき・□スレートぶき・□亜鉛メッキ鋼板ぶき・□陸屋根・

 ）／　　　　　階建

1階 ㎡・ 2階 ㎡・ 3階 ㎡・ （　　）階 ㎡・

（　　）階 ㎡・ （　　 ）階 ㎡・ （　　 ）階 ㎡ 計 ㎡

　　新築：□昭和・□平成　　年　　月 増築・□改築：□昭和・□平成  　　年　　月

土地建物の売買・交換用2/10　Ｃ　社団法人　全国宅地建物取引業協会連合会'0306

床 面 積
登記簿
（　）  

備考

2

建

物

1

土

地

備考

契約対象の
地積の確定

家屋番号

付属建物

構造

権利の種類

①

②

番

番

③ 番

現況測量図は、上記確定測量
図以外のものをいいます。  

土地に関する
測量図

確定測量図とは、隣地所有者
の立会承認印を得たもの（官有地
に接する場合は、官民査定手続も
経たもの）をいいます。  

保険証券、保険契約証、保険契約継続証、異動承認書
保険証券等の代替となる確認資料（Web証券、付保証明書、特約火災保険ご契約カード）
満期案内書類（更新ガイドブック、更新確認書）
契約内容確認のお知らせ

保険会社

公的機関等が発行する資料の見本（確認ポイントとあわせてご確認ください）

見本❶

見本

見本❶

見本❷

見本❷

見本❸

見本❸
見本❹

見本❹

見本❻

見本❻

見本❺

見本❺

見本❼

見本❼

❶公的機関等(＊1)が発行もしくは受領・処理したこと
❷昭和56年（1981年）6月1日以降に新築(＊2)された建物であること
❸当該建物の所在地の記載があり、保険の対象の所在地と同一であること

❶保険の対象となる建物について、同種の地震保険に関する割引が適用されていること
❷「証券番号（契約を特定するための番号）」
❸「保険契約者」
❹「保険期間の始期・終期（これらを特定できる情報を含む。）」
❺「建物の所在地・構造」
❻「保険金額」
❼「発行する保険会社」

お客様が新築住宅を建てられる際や、中古住宅を購入される際、賃貸住宅に入居される際などに公的機関等(＊1)が発行する各種資料に
て、以下の「確認ポイント」を確認できる場合には、確認資料の写をご提出いただくことで、建築年割引を適用することができます。代表的
な資料については以下のNo.1～13のとおりです。

（＊1）国、地方公共団体、地方住宅供給公社、独立行政法人、指定確認検査機関等をいいます。
（＊2）公的機関等（＊1）が発行した書類または宅地建物取引業者が交付した重要事項説明書等により、建物が昭和56年

（1981年）6月1日以降に新築されたことが確認できる場合には、「新築年」に限らず、「建設年」「建築年」「竣工年」
「完成年」といった記載でも確認資料とすることができます。

※建築確認申請書を公的機関等が受領している（受領印・処理印が押印されて
いるなど）ことが確認できる場合に限ります。

※登記申請書を公的機関等が受領している（登記済印・受付印・処理印または
受領印が押印されている、もしくは受領証が交付されているなど）ことが確
認できる場合に限ります。

（家屋所在証明書、固定資産（家屋）所在証明書、物件証明、課税台帳登録事項
証明、評価証明、家屋課税台帳　等）

（建物売買契約書、区分所有建物売買契約書、土地付建物売買契約書　等）

（賃貸借契約書、賃貸住宅契約書、建物賃貸借契約書　等）

建築主事または
指定確認検査機関

建築主事または
指定確認検査機関

建築主事または
指定確認検査機関

不動産業者等

宅地建物取引業者

宅地建物取引業者

市町村（23区は東京都）

法務局

法務局

法務局

法務局

法務局

市区町村

1

2

3

4

5

6
7
8
9

10

11

12

13

建築年割引の確認資料となる代表的な資料例
（1）公的機関等が発行する資料

上記（1）に記載の資料の他、火災保険・地震保険のご契約時や更新時などに保険会社から発行される下表に記載のNo.14～17の資料にて、
以下の「確認ポイント」が確認できる場合には、確認資料の写をご提出いただくことで、建築年割引を適用することができます。

（2）保険会社が発行する資料

(＊3)建築確認申請書または登記申請書の場合は、受領機関とします。
(＊4)入居時に、No.1～9に記載の建物登記関連のコピーについて、不動産仲介業者や大家さんを通じて入手できる場合があります。

※上記No.1～17以外の資料であっても、建築年割引の確認資料となる場合があります。地震保険割引の詳細につきましては、代理店または東京海上日動
（以下、弊社といいます。）までお問い合わせください。

建築確認申請書

建築確認書（確認通知書・確認済証 　　　）建築確認書（確認通知書・確認済証 　　　）見本建築確認書（確認通知書・確認済証 　　　）見本❶建築確認書（確認通知書・確認済証 　　　）❶

建築確認証明書（建築物確認証明書）

検査済証

登記申請書

建物登記済権利証（登記済証・登記識別情報）
建物登記簿謄本 （登記事項証明書）
登記事項要約書
不動産登記情報（全部事項証明書）
固定資産税に関する書類

宅地建物取引業法に基づく重要事項説明書
不動産売買契約書

住宅賃貸借契約書

確認ポイント

確認ポイント

代表的な資料名No.
発行主体
もしくは

　受領機関（＊3）

発行される時期
新築・増改築時
の完成前に発
行される書類

完成後に発行
される、もしく
は、発行が可
能となる資料

住宅購入・賃貸
時に発行され
る書類（＊4）

14
15
16
17

○○

○○
○○

○○

○○

○○
○○
○○
○○

○○

○○

○○

○○

No. 資料名 発行主体

下表に       と下表に       と下表に       と見本下表に       と見本

記載されている記載されている
資料については、
右ページを
ご参照ください。ご参照ください。

ポイント①

ポイント②

ポイント② ポイント②

ポイント②

ポイント③

ポイント③
ポイント②

ポイント①

ポイント③

ポイント③

ポイント③

ポイント②

ポイント②

ポイント②

ポイント③

ポイント①

ポイント③

ポイント②

ポイント①

ポイント① ポイント①

ポイント①



第七号様式（第二条、第三条関係）

建築基準法第６条第１項の規定による

確認済証

第 号
平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主

建築主事 印

下記による確認申請書に記載の計画は、建築基準法第６条第１項（建築基準法第６条の３第
１項の規定により読み替えて適用される同法第６条第１項）の建築基準関係規定に適合してい
ることを証明する。

記

年 月 日１．申請年月日 平成

２．建築場所、設置場所又は築造場所

３．建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要
用 途
工事種別
構 造
敷地面積 ㎡

㎡ 階数 地上階 地下階建築面積
延べ面積
申請部分 ㎡ 申請以外部分 ㎡ 合計 ㎡

（注意）この証は、大切に保存しておいてください。

登記申請書（見本）

倉

庫

店

舗

・

居

宅

①

種

類

木

造

瓦

葺

平

家

建

木

造

瓦

葺

弐

階

建

②

構

造

五
六

壱
階

九
壱

弐
階

九
壱

七
〇

参
五

参
五

平
成
X
年
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月
壱
五
日
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記
原
因
及
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そ
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主
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請
書
副
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建
物
図
面

各
階
平
面
図

所
有
権
証
明
書

参

壱

番

弐

③

床

面

積

㎡

主
た
る
建
物

又
は
附
属
建
物

附

①

登

記

申

請

書

所

在

示  表  の 物  建

申

請

人

甲
市
山
田
町
三
丁
目
参
壱
番
地
弐

甲

野

太

郎

代

理

人

甲
市
清
川
町
二
丁
目
壱
○
番
地
壱

乙

山

一

郎

印

登

記

の

目

的

建
物
表
示
登
記

添

付

書

類

家

屋

番

号 甲
市
山
田
町
三
丁
目
参
壱
番
地
弐

住
所
証
明
書

代
理
権
限
証
書

平
成
×
年

四
月
六
日

申
請

○
○

法
務
局

○
○

出
張
所

建築基準法第７条第３項の規定による

検  査  済  証

第 号
平成 年 月 日

建築主、設置者又は築造主
殿

建築主事 印

下記に係る工事は、検査の結果、建築基準法第６条第１項（建築基準法第６条の２第１項の
規定により読み替えて適用される同法第６条第１項）の建築物の敷地、構造及び建築設備に関
する法律並びにこれに基づく命令及び条例又は同法第８８条に掲げる条項並びにこれに基づく
命令及び条例の規定に適合していることを証明する。

記

１．建築確認番号 第 号

平成２．建築確認年月日 年 月 日

３．建築場所、設置場所又は築造場所

４．検査を受けた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要
１) 建築物の名称
２) 主要用途
３) 工事種別
４) 延べ面積 ㎡

㎡
申 請 部 分
申請以外の部分
合 計 ㎡

棟５) 申請棟数
６) 主たる建築物の構造
７) 主たる建築物の階数 階地階を除く階数（地上階数）

地階の階数 階

平成５．工事完了検査年月日 年 月 日

６．検査員職氏名 印

（注意）この証は、確認通知書とともに大切に保存しておいてください。

（ 示 表 の 物 建 る た 主 ） 部 題 表 数枚

居

宅
①
種
類 家

屋
番
号

所
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木
造
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ン
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弐
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目
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壱
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四
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弐
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四
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床

面

積

○
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５

６

７

８

参
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五

９
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成
四
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五
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弐
〇
日
新
築
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所
在
図
番
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平
成
四
年
六
月
弐
弐
日

登
記
の
日
付

印

印

○○県○○市○○区○○町○丁目○○番地 全部事項証明書 （建物）

【  表  題 部 】 （主 た る 建 物 の 表 示） 調製 平成１２年１１月９日 所在図番号 余 白

【所    在】 ○○県○○市○○区○○町○丁目○○番地○、○○番地○ 余 白

【家屋番号】 ○○番○ 余 白

【①種 類】 【 ② 構   造 】 【③ 床 面 積 】     ㎡ 【原 因 及 び そ の 日 付】 【 登 記 の 日 付 】

共同住宅 鉄筋コンクリート造陸屋
根５階建

１階 ３０２
２階 ３５５
３階 ３５５
４階 ３５５
５階 ３５５

６９
３８
３８
３８
３８

平成９年３月１２日新築 余 白

余 白 余 白 余 白 余 白 ××××××××××××××
××××××××××
平成１２年１１月９日

【   甲 区 】 （所 有 権 に 関 す る 事 項）

【順位番号】 【登記の目的】 【受付年月日・受付番号】 【原 因】 【権利者その他の事項】

１ 所有権保存 平成9 年６月２０日
第××××号

余 白 所有者 ××××××××××××
代位者 ××××××××
代位原因 ××××××××
××××××××××××

２ 所有権移転請求権仮登記 平成９年６月２０日 平成９年３月１２日売買予約 権利者 ××××××××

＊ 下線のあるものは抹消事項であることを示す。 整理番号 Ｄ７２５０５ （ １／１ ） １／３

登記事項要約書 建物　

1表題部 ○○市△△町□番地□、■番地■ 

○○市▲▲町◇丁目◆番地◆ 平成11年7月31日変更 平成11年8月10日登記

番□ 

番◆ 平成11年8月10日変更

居宅 木造瓦葺2階建て 1階 120 24 平成5年12月20日新築 平成5年12月22日

2階 59 62

所有権 / 市▲▲町★番地の★ □□□ □□

＊　下線のあるものは抹消事項であることを示す
整理番号　□□□□□□ 1/1

平成5年12月24日

第12345号

【資料３】宅地建物取引業法に基づく重要事項説明書（例）
重要事項説明書［土地建物の売買・交換用］
［□土地・□土地付建物・□借地権付建物］

平成　　年　　月　　日

売主（譲渡人） 様 買主（譲受人） 様

Ａ Ｂ

商号又は名称 商号又は名称

代表者の氏名 印 代表者の氏名 印

主たる事務所 主たる事務所
所在地・TEL 所在地・TEL

大臣 大臣
免許証番号 （　）第　　号 免許証番号 （　）第　　号

知事 知事

免許年月日 平成　　年　　月　　日 免許年月日 平成　　年　　月　　日

氏名 印 氏名 印

登録番号 知事  第 号 登録番号 知事  第 号

業務に従事する 業務に従事する
事務所名 事務所名

事務所所在地 事務所所在地
ＴＥＬ ＴＥＬ

売買の□売　主・□代　理・□媒　介／
交換の□当事者・□代　理・□媒　介

売買の□売　主・□代　理・□媒　介／
交換の□当事者・□代　理・□媒　介

宅地建物取引業保証協会の名称及び所在地
社団法人　全国宅地建物取引業保証協会
東京都千代田区岩本町2丁目6番3号

所属地方本部の名称及び所在地
「社団法人全国宅地建物取引業保証協会
地方本部一覧」参照  

弁済業務保証金の供託所及び所在地
東京法務局
東京都千代田区九段南1丁目1番15号

１．売主（交換の場合の譲渡人）

住所・氏名 外　　名（合計　　名）

　登録名義人と □　同じ 異なる→理由：  

土地建物の売買・交換用1/10　Ｃ　社団法人　全国宅地建物取引業協会連合会'0306

　下記の不動産について、宅地建物取引業法第35条・同法第35条の2に基づき、次の通り説明します。この内容
は重要ですから、十分理解されるようお願いします。
　本書面には、説明内容をあらかじめ印刷した事項がありますが、そのうち説明文の頭の□欄に∨印をつけた記
載内容が下記不動産について該当する説明です。∨印のない□欄、又は線で抹消した説明等は、関係ないことを
示します。

取
引
態
様

供
託
所
等
に
関
す
る
説
明

宅

地

建

物

取

引

業

者

説
明
を
す
る

宅
地
建
物
取
引
主
任
者

【資料３】宅地建物取引業法に基づく重要事項説明書（例）
重要事項説明書［土地建物の売買・交換用］
［□土地・□土地付建物・□借地権付建物］

平成　　年　　月　　日

売主（譲渡人） 様 買主（譲受人） 様

Ａ Ｂ

商号又は名称 商号又は名称

代表者の氏名 印 代表者の氏名 印

主たる事務所 主たる事務所
所在地・TEL 所在地・TEL

大臣 大臣
免許証番号 （　）第　　号 免許証番号 （　）第　　号

知事 知事

免許年月日 平成　　年　　月　　日 免許年月日 平成　　年　　月　　日

氏名 印 氏名 印

登録番号 知事  第 号 登録番号 知事  第 号

業務に従事する 業務に従事する
事務所名 事務所名

事務所所在地 事務所所在地
ＴＥＬ ＴＥＬ

売買の□売　主・□代　理・□媒　介／
交換の□当事者・□代　理・□媒　介

売買の□売　主・□代　理・□媒　介／
交換の□当事者・□代　理・□媒　介

宅地建物取引業保証協会の名称及び所在地
社団法人　全国宅地建物取引業保証協会
東京都千代田区岩本町2丁目6番3号

所属地方本部の名称及び所在地
「社団法人全国宅地建物取引業保証協会
地方本部一覧」参照  

弁済業務保証金の供託所及び所在地
東京法務局
東京都千代田区九段南1丁目1番15号

１．売主（交換の場合の譲渡人）

住所・氏名 外　　名（合計　　名）

　登録名義人と □　同じ 異なる→理由：  

土地建物の売買・交換用1/10　Ｃ　社団法人　全国宅地建物取引業協会連合会'0306

　下記の不動産について、宅地建物取引業法第35条・同法第35条の2に基づき、次の通り説明します。この内容
は重要ですから、十分理解されるようお願いします。
　本書面には、説明内容をあらかじめ印刷した事項がありますが、そのうち説明文の頭の□欄に∨印をつけた記
載内容が下記不動産について該当する説明です。∨印のない□欄、又は線で抹消した説明等は、関係ないことを
示します。

取
引
態
様

供
託
所
等
に
関
す
る
説
明

宅

地

建

物

取

引

業

者

説
明
を
す
る

宅
地
建
物
取
引
主
任
者

【資料３】宅地建物取引業法に基づく重要事項説明書（例）

２.不動産の表示等
所在 地番 地目 登記簿面積 実測面積

宅地・□田・□畑
山林・□雑種地・  
（  ）

所有権
地上権
賃借権  

現況（ ） ㎡ ㎡
宅地・□田・□畑
山林・□雑種地・  
（  ）

所有権
地上権
賃借権  

現況（ ） ㎡ ㎡
宅地・□田・□畑
山林・□雑種地・  
（  ）

所有権
地上権
賃借権  

現況（ ） ㎡ ㎡

外 筆（別紙） 　登記簿面積合計 ㎡

合計 筆 　実測面積合計 ㎡

仮換地
保留地予定地  

仮換地面積
保留地予定地面積  ㎡

公簿面積による

実測面積による　→実測：□済・□未済（実測清算：□有・□無）  

確定測量図  （□昭和・□平成）　年　月　日付
引渡日までに測量予定  

現況測量図  
（□昭和・□平成）　年　月　日付
（隣地所有者立会い　□済・□未済）
引渡日までに測量予定
（隣地所有者立会い

予定あり・□予定なし）  

その他  

所在

住居表示 無・□有（  ）

種類 居住・□共同住宅・□店舗・□事務所・□工場・□倉庫・□（  ）

木造・□軽量鉄骨造・□鉄骨造・□鉄筋コンクリート造・□鉄骨鉄筋コンクリート造・  

（

（  

）／□瓦ぶき・□スレートぶき・□亜鉛メッキ鋼板ぶき・□陸屋根・

 ）／　　　　　階建

1階 ㎡・ 2階 ㎡・ 3階 ㎡・ （　　）階 ㎡・

（　　）階 ㎡・ （　　 ）階 ㎡・ （　　 ）階 ㎡ 計 ㎡

　　新築：□昭和・□平成　　年　　月 増築・□改築：□昭和・□平成  　　年　　月
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床 面 積
登記簿
（　）  

備考

2

建

物

1

土

地

備考

契約対象の
地積の確定

家屋番号

付属建物

構造

権利の種類

①

②

番

番

③ 番

現況測量図は、上記確定測量
図以外のものをいいます。  

土地に関する
測量図

確定測量図とは、隣地所有者
の立会承認印を得たもの（官有地
に接する場合は、官民査定手続も
経たもの）をいいます。  

【資料３】宅地建物取引業法に基づく重要事項説明書（例）

２.不動産の表示等
所在 地番 地目 登記簿面積 実測面積

宅地・□田・□畑
山林・□雑種地・  
（  ）

所有権
地上権
賃借権  

現況（ ） ㎡ ㎡
宅地・□田・□畑
山林・□雑種地・  
（  ）

所有権
地上権
賃借権  

現況（ ） ㎡ ㎡
宅地・□田・□畑
山林・□雑種地・  
（  ）

所有権
地上権
賃借権  

現況（ ） ㎡ ㎡

外 筆（別紙） 　登記簿面積合計 ㎡

合計 筆 　実測面積合計 ㎡

仮換地
保留地予定地  

仮換地面積
保留地予定地面積  ㎡

公簿面積による

実測面積による　→実測：□済・□未済（実測清算：□有・□無）  

確定測量図  （□昭和・□平成）　年　月　日付
引渡日までに測量予定  

現況測量図  
（□昭和・□平成）　年　月　日付
（隣地所有者立会い　□済・□未済）
引渡日までに測量予定
（隣地所有者立会い

予定あり・□予定なし）  

その他  

所在

住居表示 無・□有（  ）

種類 居住・□共同住宅・□店舗・□事務所・□工場・□倉庫・□（  ）

木造・□軽量鉄骨造・□鉄骨造・□鉄筋コンクリート造・□鉄骨鉄筋コンクリート造・  

（

（  

）／□瓦ぶき・□スレートぶき・□亜鉛メッキ鋼板ぶき・□陸屋根・

 ）／　　　　　階建

1階 ㎡・ 2階 ㎡・ 3階 ㎡・ （　　）階 ㎡・

（　　）階 ㎡・ （　　 ）階 ㎡・ （　　 ）階 ㎡ 計 ㎡

　　新築：□昭和・□平成　　年　　月 増築・□改築：□昭和・□平成  　　年　　月
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床 面 積
登記簿
（　）  

備考

2

建

物

1

土

地

備考

契約対象の
地積の確定

家屋番号

付属建物

構造

権利の種類

①

②

番

番

③ 番

現況測量図は、上記確定測量
図以外のものをいいます。  

土地に関する
測量図

確定測量図とは、隣地所有者
の立会承認印を得たもの（官有地
に接する場合は、官民査定手続も
経たもの）をいいます。  

公的機関等が発行する資料の見本（確認ポイントとあわせてご確認ください）

見本❶

見本

見本❶

確認済証 見本❷

見本❷

検査済証 見本❸

見本❸

登記申請書

見本❹

見本❹

建物登記簿謄本

見本❻

見本❻

不動産登記情報（全部事項証明書）

見本❺

見本❺

登記事項要約書

見本❼

見本❼

宅地建物取引業法に基づく重要事項説明書

❶
❷
❸

❶
❷
❸
❹
❺
❻
❼

建築年割引の確認資料となる代表的な資料例
（1）公的機関等が発行する資料

（2）保険会社が発行する資料

確認ポイント

確認ポイント

発行者が建築主事または指
定確認検査機関であること
をご確認ください。

ポイント①

地
弐

太

郎

地
壱

郎

登記済印が押
印されている
ことをご確認
ください。

の規定による

昭和56年（1981年）6月
1日以降であることをご
確認ください。

ポイント②

階数 地上階 地下階

（注意）この証は、大切に保存しておいてください。

「新築」であることを
ご確認ください。

階数 地上階

ポイント②

申 請 部 分申 請 部 分
申請以外の部分
合 計

たる建築物の構造
たる建築物の階数

５．工事完了検査年月日

「新築」であることを
ご確認ください。

合 計

造
ポイント②

下記に係る工事は、検査の結果、建築基準法第６条
規定により読み替えて適用される同法第６条第１項）

令及び条例又は同法第８８条に掲げる条項並
ていることを証明する

号

年 月

建築確認年月または確認済証交付
年月が昭和56年（1981年）6月1日
以降であることをご確認ください。

ポイント②

下記による確認申請書に記載の計画は、建築基準法第６条第１項（建築基準法第６条の３第
１項の規定により読み替えて適用される同法第６条第１項）の建築基準関係規定に適合してい

記

月

３．建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要

当該建物の所在地の記
載があり、保険の対象の
所在地と同一であるこ
とをご確認ください。

１項の規定により読み替えて適用される同法第６条第１項）の建築基準関係規定に適合し
ポイント③

その部分の概要

棟

当該建物の所在地
の記載があり、保
険の対象の所在地
と同一であること
をご確認ください。

ポイント③

造

〇 五五
積

乙

山

一

郎

乙

山

一

郎

昭和56年（1981年）6月
1日以降で、「新築」である
ことをご確認ください。

ポイント②

発行者が建築主事または指
定確認検査機関であること
をご確認ください。

ポイント①

瓦
家

瓦
階 構 弐

建属建
在

番

当該建物の所在地の記
載があり、保険の対象の
所在地と同一であるこ
とをご確認ください。

ポイント③

９

15 

当該建物の所在地の記載
があり、保険の対象の所在
地と同一であることをご確
認ください。

ポイント③

番◆ 

居宅 木造瓦葺2階建て

所有権 □□当該建物の所在地の記
載があり、保険の対象の
所在地と同一であるこ
とをご確認ください。

ポイント③

余 ××××××××××××
××
月９

】 【権利者 他 事項】

所有者 ××××××××××××

昭和56年（1981年）6月
1日以降で、「新築」である
ことをご確認ください。

余 
ポイント②

）／□瓦ぶき・□スレートぶき・□亜鉛メッキ鋼板ぶき・□陸屋根・

 ）／　　　　　階建

3階

）階 ㎡・ （　　

増築・□改築：□昭和・□平成  
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昭和56年（1981年）
6月1日以降で、「新
築」であることをご確
認ください。

ポイント②

59 62

平成5年12月24日

第12345号

昭和56年（1981年）6月
1日以降で、「新築」である
ことをご確認ください。

ポイント②

番号】 ○○番○

 類】 【 ② 構   造 】 【③ 床 面 積 】     ㎡

宅 ２
５
５
５
５

項）

番号 【原

所有権保存 平成9 年６月２０日 余 

【所在】欄もしくは欄外の印
字（登記簿上の建物の所在
する市町村および家屋番
号）が保険の対象の所在地
と同一であることをご確認
ください。

】

ポイント③

登録番号 知事  第 号 登録番号 知事  第

業務に従事する 業務に従事する
事務所名 事務所名

売買の□売　主・□代　理・□媒　介／
交換の□当事者・□代　理・□媒　介

宅地建物取引業保証協会の名称及び所在地

所属地方本部の名称及び所在地
「社団法人全国宅地建物取引業保証協会

を
す
る

説明者である宅地建物取引士
（または宅地建物取引主任者）
の記名・押印または署名（＊1）を
ご確認ください

ポイント①

実測面積による　→実測：□済・□未済（実測清算：□有・□無）  

現況測量図は、上記確定測量
図以外のものをいいます。  

確定測量図とは、隣地所有者
の立会承認印を得たもの（官有地
に接する場合は、官民査定手続も
経たもの）をいいます。  

当該建物の所在地の記
載があり、保険の対象の
所在地と同一であるこ
とをご確認ください。

ポイント③

昭和56年（1981年）
6月1日以降で、「新
築」であることをご確
認ください。

ポイント②

ポイント①

所

在

１

印

登記官印、全体の様式等か
ら、登記簿謄本であること
をご確認ください。

ポイント① 登記事項要約書
全体の様式等から登記事項要約書
であることをご確認ください。

ポイント①

余 白番地○

全体の様式等から登記事項証明書
であることをご確認ください。

ポイント①

（＊1）令和4年（2022年）5月18日以降に交付された重要事項説明書（電磁的方法
により交付された書類を含みます。）は、記名または署名をご確認ください。
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❶ ❸

このチラシは地震保険の割引の概要を説明したものです。保険の内容は地震保険のリーフレット等をご覧ください。
なお、ご契約にあたっては、必ず「重要事項説明書」をよくお読みください。また、詳しくは「ご契約のしおり（約款）」をご用意しておりますので、必要に応じて、
代理店または弊社までご請求ください（「ご契約のしおり（約款）」は、ホームページでもご確認いただけます。）。
ご不明な点等がある場合には、代理店または弊社までお問い合わせください。

※割引（建築年割引、免震建築物割引、耐震等級割引、耐震診断割引）を重複して適用することはできません。
※割引の種類を問わず、既に上記割引を適用していることが分かる保険証券（写）、保険契約証（写）、保険契約継続証（写）、異動承認書（写）、満期案内書類
（写）、契約内容確認のお知らせ（写）またはこれらの代替として保険会社が保険契約者に対して発行する書類（写）もしくは電子データを確認資料とすること
ができます。(＊7)

（＊1）代表的な確認資料となりますので、詳細は代理店または弊社までお問い合わせください。
（＊2）住宅の品質確保の促進等に関する法律（以下、「品確法」といいます。）等に定められた「免震建築物」または「耐震等級」をいいます。
（＊3）登録住宅性能評価機関により作成される書類と同一の書類を登録住宅性能評価機関以外の者が作成し交付することを認める旨、行政機関により公表さ

れている場合には、その者を含みます。
（＊4）品確法に基づく登録住宅性能評価機関として評価方法基準に基づき評価を行い、かつその評価内容が記載された書類に限ります。
（＊5）確認資料から耐震等級を１つに特定できない場合は、確認できる最も低い耐震等級を適用します。ただし、登録住宅性能評価機関、適合証明検査機関ま

たは適合証明技術者に対して届け出た書類（「設計内容説明書」等）から耐震等級を１つに特定でき、本資料をセットでご提出いただいた場合には、その
耐震等級を適用します。

（＊6）長期優良住宅の認定を受けるために所管行政庁に届け出た書類（「設計内容説明書」等）から耐震等級を１つに特定でき、本資料をセットでご提出いただ
いた場合には、その耐震等級を適用します。

（＊7）「証券番号（契約を特定するための番号）」、「保険契約者」、「保険期間の始期・終期（これらを特定できる情報を含む。）」、「建物の所在地・構造」、「保険金額」
および「発行する保険会社」の記載のあるものに限ります。

免震建築物割引
（５０％）

耐震等級割引
等級１：１０％
等級２：３０％
等級３：５０％

耐震診断割引
（10％）

ご提出いただく確認資料(＊1)適用条件割引種類

①品確法に基づく登録住宅性能評価機関(＊3)により作成された書類(＊4)
のうち、対象建物が免震建築物であること、または対象建物の耐震等
級を証明した書類(＊5)
例）「住宅性能評価書」、「共用部分検査・評価シート」、「住宅性能証
明書」、「技術的審査適合証」、「現金取得者向け新築対象住宅証明
書」、「耐震性能評価書（耐震等級割引の場合に限ります。）」　等

②独立行政法人住宅金融支援機構が定める技術基準に適合しているこ
とを示す適合証明書(＊5)
例）「フラット35Sの適合証明書」　等

③長期優良住宅の認定を受けていることが確認できる書類
（工事種別が新築の場合は耐震等級割引（30％）、増築・改築の場合は
耐震等級割引（10％）を適用します(＊6)）
例）「認定通知書」、「住宅用家屋証明書」、「認定長期優良住宅建築
証明書」　等

免震建築物(＊2)に該当する建物
であること

耐震等級(＊2)を有している建物
であること

耐震診断・耐震改修の結果、
改正建築基準法に基づく耐震
基準を満たす建物であること

①耐震診断の結果により国土交通省の定める基準（平成18年国土交通
省告示第185号）に適合することを地方公共団体等が証明した書類

②耐震診断・耐震改修の結果により減税措置を受けるための証明書
例）「耐震基準適合証明書」、「住宅耐震改修証明書」　等

■地震保険には、建築年割引以外にも以下の割引がございます。割引適用にあたっては、適用条件を満たす所定の
確認資料の写をご提出ください。

■下表に記載の資料の詳細、その他の確認資料につきましては、代理店または弊社までお問い合わせください。

建築年割引以外の地震保険の割引

建築年割引（割引率10％）とは

確認ポイント
❶
❷
❸

詳細は、次のページをご覧ください

建築年割引（割引率10％）
確認資料のご提出

代表的な資料

2019年1月1日以降始期用

地震
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